
令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

（宛先）瀬戸市長

申請者

〒 －

連絡先電話番号 （ ）

※従業員とは、中小企業基本法上の従業員を示します。

該当する交付要件

売上の減少率

常用従業員数（雇用保険の被保険者数）

申請（請求）する額

給付金の振込先（申請者名義のもの）

（表面）

※別表の市内事業所の従業員数合計を記入ください。

口 座 名 義

（フリガナ）

種　　別 普通　・　当座 口座番号

6

金融機関・支店名
銀行・農協 本店・支店

金庫・組合 支所・出張所

申請（請求）する額

※白色申告の場合、(B)の額は2019年の月の平均売上高を記入してください。
※事業開始年月日が2019年の場合、(B)の額は2019年の月の平均売上高でも可。 ※30％以上50％未満が対象

4

従業員数

5

人

円

円

3

(A)対象月の売上 (B)前年同月の売上 (C)減少率

（　　　　2020　　年　　　　　月） （　　　　　　　　年　　　　　月） ・ 平均 （ 1 - (A)/ (B)）×100

国の持続化給付金を受給していません。 □ はい

瀬戸市事業継続支援給付金の交付申請に当たり裏面の誓約事項について誓
約します。※裏面を必ず印刷して提出してください。

□ はい

瀬戸市アーティスト活動支援給付金、瀬戸市放課後児童健全育成事業費補助
金を受給又は交付を受けていません。

□ はい

従業員数 資本金の額

2

該当する項目にをし
てください。

右記項目すべてに該
当する方しか申請で
きません。

令和２年２月１日から同年１２月３１日までの間に、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響等により、前年同月比で３０％以上５０％未満減少した月が存在し
ます。

□ はい

人 円

今後も事業を継続する意思があります。 □ はい

法人名及び事業所名
（個人事業主の場合は屋号）

印

円

瀬戸市事業継続支援給付金交付申請書（請求書）

　瀬戸市事業継続支援給付金の交付を受けたいので、同交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。

記

1

法人番号

本店所在地（住所）
市内に所在する事業所の所在地等を別表

に記入してください。

代表者役職・氏名

フリガナ

第１号様式（第５条関係）

※裏面の算出表に従って算出した額を記入ください。
※飲食店事業者支援給付金受給者は10万円を差し引
いた額を記入ください。

． ％



給付額の上限(a)

従業員数に応じた給付額(b)

円

・

・ 給付金の交付申請に当たって提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

・ 給付金の受給以後に国の持続化給付金を受給した場合は給付金を返還します。

・

・

・

（裏面）

市長が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、愛知県警察へ照会がなされることに同意し
ます。

市長が必要と認めた場合には、納税者情報・納付状況を確認し、申請内容に虚偽がないかを確認することに同意しま
す。

(A)×12

円 円

□ ５～９人 200,000円 □ ３０人以上 1,000,000円

400,000円

□ １～４人 100,000円 □ ２０～２９人 700,000円

誓約事項

申請書の内容に虚偽や不正があった場合、交付要件を満たしていないことが判明した場合は瀬戸市事業継続支援給
付金（以下「給付金」という。）の交付申請を取り下げます。また、給付金受給後に発覚した場合は給付金を返還しま
す。

代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が瀬戸市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力
団、同条第２号に規定する暴力団員、又はこれらと密接な関係にある者に該当せず、かつ将来にわたっても該当しま
せん。また、上記の暴力団、暴力団員及び暴力団員等が経営に参画していません。

□ ０人 50,000円 □ １０～１９人

Ⓐ 前年の総売上（収入） Ⓑ 対象月の収入×12ヶ月

申請（請求）する額の算定表

(a)減少見込み額

（Ⓐ－Ⓑ ）　千円以下切捨

円

※瀬戸市飲食店事業者支援給付金の受給額している場合は、上記申請（請求）する額から飲食店事業者支援給付金10
万円を差し引いた額が給付額となります。

申請（請求）する額
((a)と(b)の小さい方の額)


